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はじめに
　昭和 20 年（1945）8 月 15 日、日本は敗戦を迎えた。
廃墟となった東京に、連合国司令部（GHQ）がお
かれ、被占領国としての日本は占領政策の中で、復
興の歩みを始めた。二度と戦争をしないという理念
のもと新憲法が誕生する前の東京で、明日を担う子
ども達のために最初に始まったのは、浮浪児・戦災
孤児の保護であった。「刈り込み」と言われた浮浪児・
戦災孤児の収容・保護は、戦前の体制であった社会
事業としての養育院（保護課）が中心となり、その
中の「幼少年保護寮」から一時保護事業が始まる。
混乱期の中で、東京都は、昭和 21 年（1946）、対児
童施策を一元的に行う際､ 職制上予算､ 人事等一切
が保護課の所管となっている現状では事業運営の円
滑を期し難いということから民生局の中に児童課が
設置され、要保護児童の処遇については、養育院（保
護課）から児童課がその責任を負うという体制が整
えられていった。
　また、戦前では未分化であった相談事業は新たに
児童相談所として新設され、さらに、専門家として
の児童福祉司が成立した。
　だが、脆弱であった児童相談所の体制をより強固
に構築する必要があり、厚生省は GHQ に児童相談
所の運営と児童のためのケースワークの実地指導が
できる指導者の派遣を要請していた。その要請を受
けて国際連合の社会事業部から派遣されたカナダ人
アリス・K・キャロル女史は、日本全国を行脚して
の事例研究や講演活動を始めとする献身的な活動に
より、現在の児童相談所の基礎ができた。
　昭和 23 年（1948）、東京都は、「児童相談所整備
5 カ年計画」を策定し、児童相談体制の運営・整備
を図った。
　そして、昭和 26 年（1951）サンフランシスコ平
和条約の締結により、戦後の占領体制が終焉を迎
え、独立国としての新生日本が誕生するのだが、そ
の後の 1・2 年は引継ぎ業務などでまだ占領体制の
残滓が残っていた。タイトルの「占領期」とは、昭
和 28 年（1953）頃までを指している。
　本研究は、この占領期の東京都の児童相談及び一
時保護事業に焦点を当てながらその変遷を検討した
ものである。
研究内容
1　戦後の相談事業と保護事業の開始
①刈り込まれた浮浪児・者の増加
　昭和 23 年（1948）頃まで、上野近辺には都内浮
浪者のほぼ 57%が集まっていたといわれ、6,7 歳か
ら 60 歳までの老幼婦女を含め、「貰い」や「拾い」
から「置引」、「万引」、「搔っ払い」、「スリ」等を常
習とする者が多かった。都内に溢れた浮浪児・者へ
の緊急対策として実施された刈り込みは、浮浪児に
対しては、昭和 20 年（1945）10 月から、浮浪者に
ついては、昭和 20 年（1945）12 月から主に上野地
下道一帯において行われた。12 月 15、16 日に行わ
れたこの第一回の浮浪児・者刈り込みでは、2,500
名を収容保護した。これは、我が国社会事業上空前
のことであった。これらの浮浪児・者は、「生活困
窮者緊急援護要綱」や「浮浪児その他保護児童等の
応急処置実施について」に基づいて、それぞれ施設
に収容された。当時の主な収容施設は、養育院のほ
かは、目黒厚生寮、厚生会館、浅草本願寺、深川寮
があり、この他は一時宿泊所があるにすぎなかった。
　東京都は、昭和 21 年度（1946）、児童施設 2、浮
浪児収容施設 2、浮浪者収容施設 8、労働者収容施
東京都における占領期の児童相談事業及び一時保護事業の変遷
藤田　恭介
帝京科学大学
Changing in juvenile consultation and protection care in metropolitan Tokyo under the Occupied Japan
Yasuyuki　FUJITA
Key word：戦災孤児・浮浪児・養育院・養育院幼少年保護寮・児童保護相談所・児童相談所・一時保護所・児童福祉司・児童福祉法 
134
藤田恭介
設 1、母子寮 4、戦災者引揚収容施設 8、授産施設
2、医療施設 2、の計 40 施設の復興修理、あるいは
新設を行った。この間、私設の社会事業、8 施設も
国と都からの補助金により復活し、都営施設とあい
まって、浮浪児・者の受け入れを開始した。（表 1
参照）
　昭和 20 年（1945）から開始した、浮浪児の刈り
込みは、月 2 〜 3 回行われ、毎回その数は、40 〜
50 名を数えた。しかし、その多くはすぐに逃亡し、
浮浪児の収容効果は、なかなか上がらなかった。こ
の浮浪児・者の収容状況は、昭和 22 年（1947）頃
迄は、雑居という形をとっていたが、やがて両者は
再び分類収容を目指して分離され始め、昭和 21 年
（1946）4 月 1 日付けで、「養育院幼少年保護寮」と
して浮浪児の収容保護を開始した。（1） 
②浮浪児の矯正収容
　浮浪児の収容保護については、収容された浮浪児
の「収容即逃亡」という状態を見た占領軍当局は、昭
和 21 年（1946）6 月に「如何なる方法をとるも彼等児
童を逃すべからず」という厳しい口頭命令を出した。
そこで、施設に厳重な垣を施し、児童が簡単に逃げ
出せない様にし、昼夜交代の守衛を置き、逃亡を監
視した。その収容状況は、幼少年保護寮の窓に竹格
子をはめ、周りには柵を巡らし、逃亡監視には長い鞭
を持って当たったということである。（図 1 参照）
図 1　幼少年保護寮の様子
2　戦災被害児童への国の対応
　戦災による、多数の戦争被害児童の輩出は、戦後
の混乱期において多くの緊急対策が求められた。そ
の流れを戦後児童保護関係法令通知により時系列的
に追うと以下のようになる。（4）
（1） 昭和 20 年（1945）8 月 15 日　終戦
昭和 20 年（同）9 月 20 日　次官会議決定
「戦災孤児等保護対策要綱」
（2） 昭和 20 年（同）9 月 15 日　文部省国民教育局
長通牒「戦災孤児等集団合宿教育に関する件」
表 1　昭和 22 年における養育院（保護課）の施設別収容状況（3）
施設別 種　別 収容者（人）　3 月末現
　 男 女 計
板橋本院
育児室 （乳幼児哺育） 46 35 81
養護係 （浮浪児） 59 33 92
幼少年保護寮 （戦災孤児及浮浪児） 57 12 69
恵風寮 （浮浪児） 44 19 63
分院
石神井学園 （幼児・学齢児童） 186 142 328
安房臨海学園 （虚弱児童） 94 64 158
八街学園 （浮浪児・年長少年） 51 　 51
長浦更生農場附属児童院 （精神薄弱児） 22 　 22
小　計 　 559 305 864
衛生局委託施設
宇佐美健民保養所 （保護を要する学齢児） 63 20 83
箱根健民保養所 （要保護年長児） 33 　 33
伊東健民保養所 （要保護幼稚児） 16 2 18
小　計 　 112 22 134
合　計 　 671 327 998
注）本表は、東京都民生局「昭和 21 年度民生局年報」（1947）p130 より、筆者が作表した。
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（3） 昭和 21 年（1946）4 月 15 日　厚生省社会局長
通牒「浮浪児その他の児童保護等の応急措置実
施に関する件」 （注）この通牒には、以下の文
言が含まれている。
　「尚、停車場、公園等必要なる場所に公共又
は団体経営に依る「児童保護相談所」を設置し
児童保護の相談に応ぜらしむると共に警察管
吏、鉄道職員、少年教護委員、方面委員、町内
会長の他一般民等の協力に依り浮浪児等の発見
に努め夫夫保護措置を講ぜしむること。」
　ここに、「児童保護相談所」を設置する事が
義務づけられたが、現行の児童相談所とは異な
る事に注意が必要である。
（4） 昭和 21 年（同）9 月 30 日　内務省発
警保局長通牒 「少年に対する防犯機構の整備に
ついて」
（5） 昭和 21 年（同）9 月 19 日　東京、神奈川、愛知、
京都、大阪、兵庫、福岡各地方長官宛厚生次官
通牒「主要地方浮浪児等保護要綱」この通牒の
中に保護の具体的要領に「児童収容保護所」の
記述あり。
（6） 昭和 22 年（1947）12 月 6 日　各都道府県知事
宛厚生省児童局長厚生大臣官房会計課長連名通
牒「全国孤児一斉調査に関する件」
（7） 昭和 22 年（同）12 月 12 日児童福祉法成立
（8） 昭和 23 年（1948）9 月 7 日　閣議決定
「浮浪児根絶緊急対策要綱」
（9） 昭和 23 年（同）11 月 5 日　厚生次官・国家地
方警察本部次官・文部次官・運輸次官・労働次官・
通牒
「浮浪児根絶緊急対策要綱の実施について」
3　戦災被害児童への東京都の対応（5）
（1） 昭和 21 年（1946）4 月 1 日　養育院分室（西巣鴨）
に「幼少年保護寮」を設置する。昭和 21 年（同）
4 月 15 日の厚生省社会局長通牒により、「児童
保護相談所」の設置を図ることとなった。その
結果、昭和 21 年（同）5 月には上野、同年 10
月には、浅草と京橋、同年 11 月には荒川、昭
和 22 年（1947）4 月には、麹町に児童保護相談
所を開設した。西巣鴨の幼少年保護寮は、その
名称を東京都中央保護所とした。
（2） 昭和 21 年（1946）12 月　民生局児童課を設置
ここに組織を養育院から分離し、保護責任を直
轄して東京都が持つことになった。中央児童相
談所の設立当初の体制は、相談・庶務・保護の
三部制であった。
（3） 昭和 22 年（1947）4 月 1 日　中央児童相談所を
西巣鴨の地に設置する。
（4） 昭和 22 年（同）12 月 12 日児童福祉法成立
 （昭和 23 年（1948）4 月 1 日全面施行）　
（5） 昭和 23 年（1948）4 月、児童福祉司 44 名発令
　GHQ の強い助言を受けて、有給の児童福祉司
が合わせて制定された。それは、児童相談所より
独立した本庁直属職員としての発令であった。
　児童相談所長の指揮監督に属さず、役職も課
長級が多かった。なかには部長級職員もいた。
現在とは大きな違いである。
（6） 昭和 23 年（1948）6 月　中央児童相談所のほか、
麹町、上野、浅草、荒川の各児童保護所を児童
福祉法による児童相談所として発足させた。当
初は、中央児童相談所のみに措置権が委任され
ており、その業務内容も浮浪児、家出児等の保
護収容が主たるものであった。
（7） 児童相談所の運営整備
　昭和 23 年（1948）に民生局は、「児童相談所
整備 5 ヶ年計画」を策定し、昭和 24 年（1949）
6 月に品川を、昭和 25 年（1950）5 月に立川を、
昭和 25 年（同）7 月に杉並児童相談所を設置し
た。（表 2 参照）（6）
表 2児童相談所名と一時保護所の定員（7）
相談所名 収容定員（人）
中央児童相談所 100
麹町児童相談所 35
京橋児童相談所 30
上野児童相談所 35
浅草児童相談所 40
品川児童相談所 17
杉並児童相談所 15
荒川児童相談所 40
立川児童相談所 15
（8） 昭和 26 年（1951）社会福祉事業法が公布施行
さらに、児童憲章も制定される。
（9） 同年 10 月東京都福祉事務所発足
　児童相談所の第一線現業員である児童福祉司
は、児童相談所長の指揮監督下に福祉事務所へ
駐在して現業に従事するという体制がとられ
た。（当時の児童福祉司は 50 名であり、この体
制は、昭和 41 年（1966）福祉事務所が特別区
に移管するまで続けられた。）
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○児童福祉司の身分の変化と活動状況
　昭和 26 年（1951）6 月、児童福祉法の第五次改
正が行われ、児童福祉司は、児童相談所長の指揮監
督を受けることに改められたが、その身分はなお、
児童相談所の職員とされず、相談所から独立したま
ま残された。続く、第七次改正では、従来「都道府
県におく」とされていた児童福祉司を児童相談所に
おくこととし、児童相談所長がその担当区域を定め
ることとした。これは、最初、独立機関であった児
童福祉司が、第五次改正で身分は相談所から独立し
ながら業務上の指揮監督を児童相談所長より受ける
ことになり、なかば児童相談所職員化したものを、
それでは中途半端であるため、完全に児童相談所の
職員に切り替えたものである。
　当時の児童福祉司の活動状況を表3と表4に示す。
表 3 の取扱人員では、児童福祉司が相談を受けた種
別を表したもので、不就学児・貧困家庭児・浮浪児
が最も多く、要教護児（いわゆる非行少年）がそれ
に続いている。当時の貧困と荒廃の様子が浮かび上
がっている。
　そうした児童を保護する場合は、一時保護所に収
容ということになるが、その保護状況を表 4 で示
す。特徴的なのは、21 歳以下という項目があること。
逃亡が多いということである。 
考察
① 都の浮浪児・戦災孤児対策は、一時保護がまず
先にあったという事である。被占領国となり、
荒廃の中で、貧困に苦しむ児童の保護を優先し
た事は、「明日の日本を担うのは子どもだ」とい
う先人たちの共通した考えが投影されていると
考える。
② 「養育院幼少年保護寮」の設置である。昭和 20
年〜 21 年までは、旧憲法（大日本帝国憲法）で
あり、収容・保護事業の主体が戦前から社会事
業を行ってきた「養育院」であったことは歴史
的な成立経過を感じさせた。しかし、逃亡防止
に竹矢来で囲うというは現代では大変な問題に
なる事であろうがやむを得ないことであった。
③ 一時保護所の成立過程である。
　戦後の要保護事業の中では、国の通知によ
り、一時保護専門の「児童保護相談所」を設置
したことである。しかし、保護した後の児童を
養護施設や教護院に措置する権限は当時の「児
童保護相談所所長」には与えられていなかった
という事実は、興味深い。また、当時の児童相
表 3　昭和 23 年度中の児童福祉司取扱人員一覧（8）
表 4　昭和 24 年度の一時保護所の入退所状況（9）
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談所にはすべてに一時保護所が併設されてい
たことは如何に保護需要が高かったかを示す
ものである。
④児童福祉司の成立過程である。児童福祉司は
GHQ との折衝の中から生まれたが、当初は、そ
の配属が児童相談所ではなかったということが
判明した。指揮監督も児童相談所長からは受け
ず、独立していたこととである。数年後には所
長の指揮監督下に入るのだが、設置当時の理念
と実際の活動の中で立場が変質していったこと
は、当時の我が国の児童相談の現実が、いかに
未成熟であったかを示している。
　東京都の児童相談所の変遷はまとまったも
のがないため、一度まとめたいと考えている。
今後も時代区分に沿って、変遷を追いかけてみ
たい。
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